
平成27年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

経常 15,309 312,7901,151

臨／経 評価

事
業
概
要

　○農業委員会事業
　　　・農地法第3条許可（審査及び許可、市外在住者については審査及び県へ意見書の進達）
　　　・農地法第4条許可（2ｈａ以下は審査及び許可、2ｈａを超え4ｈａまでは審査及び県へ意見書の進達）
　　　・農地法第5条許可（2ｈａ以下は審査及び許可、2ｈａを超え4ｈａまでは審査及び県へ意見書の進達）
　　　・農用地利用集積計画の策定（利用権設定）
　　　・農地移動適正化あっせん（売買、貸借）
　　　・各種証明書の発行（買受適格証明、非農地証明、耕作証明等）
　　　・農業委員会だよりの発行（年2回）
　　　・市及び県へ建議書の提出
　　　・農業者団体との意見交換会
　　　・非農地通知の発行

農業委員会事業

決算額
（千円）

予算現額
（千円） 一般国・県支出金 市債

前年度決算額
（千円）事業内容（主な経費等）細事業名称

財源内訳

その他

課　名 農業委員会事務局

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

農業委員会費

目
的

担い手の確保・育成と優良農地の確保・有効利用に向けた取り組み
対
象

市民

6 1 1 206 頁

13,941農業委員会事業 報酬
権利移動：70件
転用：64件
利用権：495件

18,296

計 18,296 12,7901,15113,94115,309
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２５～Ｈ２７（決算額）、Ｈ２８（予算現額） ６．Ｈ２９年度予算の方向性

b
利用権設
定

198 件 251

件 64

－

理由

－

－－

高齢化及び担い手の不足並びに不在地主の増加による耕作放棄地
と遊休農地の増加 件

ｄ
適正な転
用

98 件 72

－ －

市　　債財
源

国 県 費 527 2,337 1,151 2,637

そ の 他 10 73 580

集落営農、新規就農、企業参入等、新たな農業従事者等への農地の
利用促進

決 算 額 （千円）
Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 方向性

14,235 18,296 13,941 17,354
増額

うち経常経費 14,235 18,223 13,794 16,920

－
優良農地の確保

－ －

－

－

－ － －

47 件 70

件 11 件

a
農地の権
利移動

57 件

－

件

件 495 件

－

対応（改善点等） －

9課題
c あっせん

9 件

－

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７成果指標名 単位 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 活動指標名 単位

－ 目標 －数値 目標 － 目標 － 目標

農地の権利移動 ｂ 利用権設定

成
果
指
標

指標名 優良農地の確保 目
標
年
度

－

指標の設定理由

ｃ あっせん ｄ 適正な転用

総合計画/後期基本計画において、基本施策（4－1－1）の重点施策としている
ため数値 －

活
動
指
標

指標 a

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

各事業を農業委員会事業に統
合したため。

事業の方向性 評価内容

－ －

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 期待したとおりの成果が上がっている

目的達成のために適切な手段である

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3

うち経常 13,698 15,886

法令等により、市が実施主体であるこ
とが定められている

事業の必要性が高い

12,790

着眼点 分析 分析根拠

13,953

内
訳

そ の 他 10 73 580

一般財源 13,698 15,886 12,790 14,137
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１．概要

その他

経常 65400 3

事
業
概
要

　
　○農業者年金事務取扱事業
　　　・農業者年金受給者に関する事務…死亡・未支給請求、各種異動報告、現況届
　　　・農業者年金加入者に関する事務…経営移譲・老齢年金の請求事務、各種異動報告
　　　・年金加入推進事務…加入推進部長研修の実施、市内戸別訪問の実施、広報紙による啓発、説明会の開催

農業者年金事務取扱事業

決算額
（千円）

予算現額
（千円） 一般国・県支出金 市債

前年度決算額
（千円）事業内容（主な経費等）細事業名称

財源内訳

課　名 農業委員会事務局

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

農業委員会費

臨／経 評価

目
的

担い手の確保・育成と優良農地の確保・有効利用に向けた取り組み
対
象

農業者及び年金受給者並
びに年金加入者

6 1 1 208 頁

65農業者年金事務取扱事業
受給者：774人
加入者：11人
加入推進：38人

135

計 135 6565400
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２５～Ｈ２７（決算額）、Ｈ２８（予算現額） ６．Ｈ２９年度予算の方向性

理由

市　　債財
源

国 県 費

そ の 他 160 135 65

－
b 加入促進 人

51 人 42

％

ｄ

人 38

より一層の農業者年金新規加入者の掘り起こしと加入推進を行う

決 算 額 （千円）
Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 方向性

160 135 65
予算措置なし

うち経常経費 160 135 65

人

－ －

－
新規加入者の増加 人

1 人 11

－

2 人

－ － －

23 人 18

回 2 回

農業後継者が減少する状況で、農業者年金への加入率が低い
100.0 ％ 100.0 ％ 100.0

対応（改善点等）

2課題
c

広報紙の
掲載

回
2 回

人
a

対象者の
選定

人
17 人

－

人

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７成果指標名 単位 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 活動指標名 単位

目
標
年
度

－

指標の設定理由

2回 目標数値 目標 － 目標 － 目標

ｃ 広報紙の掲載 ｄ

農業者の老後生活の安定と福祉の向上と農業の担い手を確保するため
数値 －

活
動
指
標

指標

新規加入者の増加

a 対象者の選定 ｂ 加入促進

成
果
指
標

指標名

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

事業の方向性 評価内容

－ －

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 2

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3

うち経常

着眼点 分析 分析根拠

農業委員会事業に事業統合を
したため。

内
訳

そ の 他 160 135 65

一般財源

目的達成のために適切な手段である

独立行政法人農業者年金基金法第
10条で定められた委託業務

新規加入者が少ない

独立行政法人農業者年金基金法第
10条で定められた委託業務
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１．概要

2,020
調査面積：6,555ｈａ
遊休農地：602.2ｈａ
解消面積：5.0ｈａ

報償費 1,901機構集積支援事業

目
的

遊休農地の実態把握と発生防止、解消対策
対
象

農地所有者

6 1 1 208 頁

課　名 農業委員会事務局

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

農業委員会費

臨／経 評価

事
業
概
要

　○機構集積支援事業（農地集積・集約化対策事業）
　　　・利用状況調査…農地パトロールにより毎年1回農地の利用状況を調査
　　　・遊休農地の所有者に対する指導・通知・公告・勧告までの手続きを一貫して行う
　　　※勧告に従わなかった場合は、協議
　　　※協議不調・協議できない場合は、県知事による調停

機構集積支援事業

決算額
（千円）

予算現額
（千円） 一般国・県支出金 市債

前年度決算額
（千円）事業内容（主な経費等）細事業名称

財源内訳

経常 1,923 311,900

その他

計 2,020 11,9001,9011,923

327



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２５～Ｈ２７（決算額）、Ｈ２８（予算現額） ６．Ｈ２９年度予算の方向性

a 現地調査 ｂ 遊休農地の把握

成
果
指
標

指標名

ｃ 遊休農地の指導・解消 ｄ

総合計画/後期基本計画において、基本施策（4－1－1）の目標としているため
数値 －

活
動
指
標

指標

農地の荒廃防止 目
標
年
度

－

指標の設定理由

3ｈａ 目標数値 目標 6,555ｈａ 目標 － 目標

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７成果指標名 単位 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 活動指標名 単位

a 現地調査 ha
6,514 ha

100.0 ％

ha

対応（改善点等）

3.05課題
c

遊休農地の
指導・解消

ha
4.3 ha ha 5.0 ha

若干の遊休農地の解消はあるが、農地所有者による自己保全が殆ど
であり、高齢化・後継者不足・不在地主の増加により、遊休農地は
年々増加傾向にある。

143.3 ％ 100.0 ％ 166.7

ha

－ －

－
農地の荒廃防止

－ －

－

－

－ 100.0 ％ 100.0 ％

6,555 ha 6,555

農地に復元して利用してくれる認定農業者・集落法人・新規就農者及
び企業参入等を推進する

決 算 額 （千円）
Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 方向性

1,785 2,020 1,901
予算措置なし

うち経常経費 1,785 2,020 1,901

－
b

遊休農地
の把握

ha
265.5 ha 501.8

％

ｄ

ha 602.2

理由

市　　債財
源

国 県 費 1,775 2,000 1,900

そ の 他

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

一定の成果が上がっている

法令等により、農業委員会が実施主
体であることが定められている

目的達成のために適切な手段である

法令業務のため

農業委員会事業に事業統合し
たため。

内
訳

そ の 他

一般財源 10 20 1

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3

うち経常 10 20 1

着眼点 分析 分析根拠

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 1

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

事業の方向性 評価内容

－ －
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１．概要

31 9農地売買支援事業 需用費
売渡：0件
借入：0件

目
的

認定農業者を優先に農業経営改善のための助成
対
象

農地所有者又は認定農業
者、特定農業法人、特定農
業団体、認定就農者等

6 1 1 208 頁

課　名 農業委員会事務局

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

農業委員会費

臨／経 評価

事
業
概
要

　○農地売買支援事業（農地保有合理化促進事業）
     農地保有合理化法人が、農地所有者から農用地等を買入れ又は借入れて一定期間保有し、規模拡大志向農家（認定農業者、
     特定農業法人、特定農業団体、認定就農者等）に売渡し又は貸付ける事業の委託業務

農地売買支援事業

決算額
（千円）

予算現額
（千円） 一般国・県支出金 市債

前年度決算額
（千円）事業内容（主な経費等）細事業名称

財源内訳

経常 932 3

その他

計 31 9932
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２５～Ｈ２７（決算額）、Ｈ２８（予算現額） ６．Ｈ２９年度予算の方向性

ｃ ｄ

総合計画/後期基本計画において、基本施策（4－1－1）の重点施策としている
ため数値 －

活
動
指
標

指標 a 事業対象者の把握 ｂ 利用件数

成
果
指
標

指標名
認定農業者等の事業利
用率

目
標
年
度

－

指標の設定理由

目標数値 目標 － 目標 － 目標

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７成果指標名 単位 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 活動指標名 単位

％
a

事業対象
者の把握

人
400 人

－

人

対応（改善点等）

課題
c

事業の利用率が低い。

件

－ －

－
認定農業者等の事業利用率 ％

4.5 ％ 0.0

－

0.5 ％

－ － －

417 人 402

各関係機関と連携を図りながら、事業の周知を図っていく。

決 算 額 （千円）
Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 方向性

136 31 9
予算措置なし

うち経常経費 136 31 9

－
b 利用件数 件

18 件 2

ｄ

件 0

理由

市　　債財
源

国 県 費

そ の 他 136 30 9

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

農業委員会事業に事業統合し
たため。

内
訳

そ の 他 136 30 9

一般財源 1

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
農地保有合理化法人（大分県農業農
村振興公社）より、その事務を業務委
託されるものである

うち経常 1

着眼点 分析 分析根拠

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 委託契約書どおり事務を行っている

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 1 事業の利用率が低い

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
市の農用地利用集積計画で定めなけ
ればならない

事業の方向性 評価内容

－ －

330


